
平成 28 年度徳島県計画に関する事後評価

＜平成２９年９月＞
＜平成３０年１０月改定＞
＜令和２年１月改定＞
＜令和３年３月改定＞
＜令和３年１１月改定＞
令和４年１１月改定

徳島県



（事業区分３：　介護施設等の整備に関する事業）

1 】 【総事業費】

千円

28 年 4 月 ～ 4 年 3 月 ■ ／ □

観察できた 77人の受け皿などの確保に向けた整備が完了した

事業の区分 ３. 介護施設等の整備に関する事業

事業名 【Ｎｏ．

介護施設等整備事業 832,997

事業の対象区域 東部・南部・西部

事業の実施主体 徳島県

事業の実施期間 平成 令和 継続 終了

（１）事業の有効性

　地域密着型サービス施設等の整備により、定員総数77人の増加となった。

（２）事業の効率性

背景にある医療・介護ニーズ 地域包括ケアシステムの構築に向けて、将来的な施設サービス需要量を踏まえた施設整備
を図るとともに、在宅医療、在宅介護の前提となる高齢者の多様な受け皿の確保を図ってい
く。

【アウトカム指標】

地域密着型サービス施設等の定員総数１３４人

事業の内容
（当初計画）

① 地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。
　整備予定施設等
　地域密着型特別養護老人ホーム            　１２６床（５カ所）
　小規模多機能型居宅介護事業所          ９人／月分（１カ所）
　認知症高齢者グループホーム                 　　　 ９床（１カ所）
　定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所   　 ２施設
　看護小規模多機能型居宅介護事業所　       　   １施設
②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。
③介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対して支援を行う。

　調達方法や手続等について行政の手法を紹介することで、一定の共通認識のもと
で施設整備をおこなうことができた。

その他

アウトプット指標
（当初の目標値）

地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期介護保険事業支援計画等において
予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。
・地域密着型介護老人福祉施設　　　　　　　　　 563床（22ヵ所）→　679床（26ヵ所）
・小規模多機能型居宅介護事業所　            　　　　　 33ヵ所　→　34ヵ所
・認知症高齢者グループホーム　            　　　　　　　145ヵ所　→　146ヵ所
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所　    　　　 0ヵ所　→　2ヵ所
・看護小規模多機能型居宅介護事業所　　　    　　　　　 3ヵ所　→　4ヵ所

アウトプット指標
（達成値）

・地域密着型特別養護老人ホーム　68床（H29整備完了）
・認知症高齢者グループホーム　　　 9床（H29整備完了）
・看護小規模多機能型居宅介護事業所　１ヵ所（H29）
・地域密着型サービス施設等の開設準備　7ヵ所（H29）
・プライバシー保護のための改修等　　　　　１ヵ所（H29）
・小規模多機能型居宅介護事業所　１ヵ所（R1）
・介護療養型医療施設等の転換整備　１５４床

事業の有効性・効率性 【事業終了後１年以内のアウトカム指標】

第7期介護保険事業支援計画等において予定された施設の整備



（４）福祉介護人材マッチング機能強化事業

事業の区分

【NO. 4 （介護分）】 【総事業費】

26,759 千円

事業の対象となる区域

事業の実施主体

～ 令和４年　３月３１日

□継続 ／ ☑終了

アウトプット指標（当初の目
標値）

アウトプット指標（達成値）

○

その他

（２）事業の効率性

　事業者向けの事前セミナーを実施し、事業者の求人活動に必要なス
キルを学んでいただき、マッチングの効率を高めた。

事業の内容（当初計画）
就職ガイダンスや地域別就職ミニフェア、事業者向けセミナー等の
コーディネート業務等、福祉・介護人材のマッチングを実施する。

福祉就職ガイダンス・フェア等参加者　200名

・就職ガイダンス・フェア参加者数306人
「福祉の就活WEB版」を配信。

事業の有効性・効率性

観察できた　→ 合計306人が福祉就職ガイダンス等に参
加し、福祉・介護人材のマッチングに資す
ることができた。

東部･南部･西部

徳島県

（１）事業の有効性

　県内事業者と求職者に対して職業相談や情報提供の機会となり、福
祉・介護の仕事への理解促進や就業者の県内定着に繋がっている。

背景にある医療・介護
ニーズ

多様な人材層のニーズに応じた細やかなマッチングが必要

アウトカム指標： 可能な限り多数へのアピールを試みる。

事業終了後1年以内のアウトカム指標：可能な限り多数へのアピール
を試みる。

観察できなかった

５．介護従事者の確保に関する事業

事業名 福祉・介護人材マッチング機能強化事業

事業の期間
平成28年　４月　1日


